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失業率はどこまで上がるか？ 

～過去最悪となった失業率～ 

 

Ｑ１．失業率が過去最悪となったそうですね。 

・ 7 月の失業率（季節調整値）は、6 月の 5.4％から 0.3％ポイント上昇して 5.7％となり、

これまでの過去最悪だった 5.5％（2002 年 6 月、8 月、2003 年 4 月）を上回りました

（図表 1）。失業率を男女別にみると女性は 5.1％であるのに対して、男性は 6.1％と初

めて 6％を超えました。失業者は 359 万人と 1 年前と比べて 103 万人増加しましたが、

そのうち勤め先の都合によって失業した人が 65 万人と大半(約 6 割)を占めています。

また、7 月は、景気が持ち直してきていることをうけて、新たに職を求める人が増えた

ことが失業率を押し上げた可能性もあります。 

・ 失業率は今年 1 月の 4.1％から半年の間に 1.6％ポイントも上昇しましたが、この背景

には昨年秋以降の輸出と生産の急速な減少に直面して、それまでと同じ水準の雇用を

維持することが困難になり、製造業を中心に企業が大幅な雇用調整を行っていること

があります。7 月の雇用者は 1 年前と比較すると 80 万人（前年比－1.4％）減少しまし

たが、活動水準が 1 年前と比較して 2 割程度減少している製造業では 95 万人（同－

8.8％）も減少しています。 

・ 雇用調整は、昨年の終わりから所定外労働時間（残業時間）の減少などの労働時間の

調整とともに、2003 年以降に増加した派遣労働者などの非正規労働者を中心とする人

員削減という形で行われてきました。失業した人の動向を失業前の雇用形態別にみる

と 4～6 月期には正規労働者だった人が大幅に増加していることから、最近は雇用調整

の対象が正規職員にまで広がっている可能性があります（図表 2）。 
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図表 1．失業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2．前職の雇用形態別にみた失業者数（過去 1 年間に離職した者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２．雇用環境の急速な悪化に対してどのような対策がとられているのでしょうか？ 

・ 政府は、2008 年度に矢継ぎ早に策定した 3 つの経済対策と 2009 年度に入ってまとめた

事業規模、財政措置がともに過去最大規模の経済危機対策において雇用対策を講じて

います。例えば、雇用保険の給付見直しが行われ、雇用保険の適用範囲が拡大される

とともに失業手当の受給資格要件が緩和され、非正規労働者も失業手当を受給しやす
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くなりました。このほか、国からの交付金で都道府県が基金を創設し、一時的な雇用

機会を創出する緊急雇用創出事業が実施されています。これはこの基金を財源として

地方公共団体が民間企業等に公園の美化や児童館での保育補助事業などの事業委託を

行うものです。また、雇用保険を受給できない非正規離職者などに対して、職業訓練、

再就職、生活への総合的な支援を実施するための緊急人材育成・就職支援基金が創設

されました。 

・ さらに、企業における雇用維持を助成するため、雇用調整助成金制度が拡充されまし

た。この制度は、生産量や売上高が減少して事業活動を縮小せざるを得ない事業主が

一時的に休業などを行う場合、従業員に支払う休業手当の一定割合を助成するもので

すが、その助成率が引き上げられました。例えば、中小企業では助成率が 3 分の 2 か

ら 5 分の 4 に引き上げられており、さらに解雇などが行われていない場合には 10 分の

9 になります。一時的に休業せざるを得なくなった企業は、中小企業を中心にこの制度

を利用しており、7 月 1 ヵ月間の申請事業所数は約 83,000 事業所、その対象者数はお

よそ 240 万人にも上ります（図表 3）。雇用調整助成金制度は、企業の人件費負担の緩

和を通じて雇用の維持に寄与し、失業者の増加をある程度抑制する効果をもたらして

いると考えられます。ただし、雇用調整助成金制度は、必要な雇用調整を遅らせてし

まうこともありますから、一時的に頼るのはやむを得ないとしても、いつまでも頼る

ことはあまり好ましいことではないとも言えます。 

・ これらの政策は、セーフティネットを強化したり、失業の増加を抑制するものが中心

であり、安定的な雇用の創出にはつながるものではありません。 

 

図表 3．雇用調整助成金の申請事業所数と対象者数 
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Ｑ３．失業率は今後も上がるのでしょうか？ 

・ もともと失業率は景気動向に遅れて動く傾向があります。例えば、失業率がこれまで

過去最高水準だった 2002 年から 2003 年にかけては、2002 年 1 月を谷として景気は回

復局面に入っていましたが、失業率は上昇が続いていました。失業率が低下に転じた

のは 2003 年の後半です。一般に、景気がよくきてなっても失業率は上昇が続き、低下

に転じるまでには時間がかかると言えます。 

・ 企業は昨年の終わりごろから雇用調整を進めているものの、経済活動水準に見合わな

い過剰雇用を依然として抱えています。このため、新規採用の抑制姿勢は強く、2010

年度の新卒採用計画は大きく減少する見込みです（図表 4）。また、今回の世界的な景

気悪化を背景に、企業は経済の先行きに対して非常に慎重な見方をもつようになって

います。例えば、企業が予想する今後 3 年間の日本の経済成長率（期待成長率）は、

急速に低下して過去最低水準の＋0.2％となっています。こうした企業の期待成長率の

低下は雇用動向にも表れており、企業の今後 3 年間の雇用増減率の見通しは年度平均

で－0.2％と 5 年ぶりのマイナスとなっています（図表 5）。 

・ 一方、求職者の多くは引き続き、事務的職業や求人数が大幅に減少している生産工程

の職業を探しています。今後、雇用創出分野として期待されている医療・介護分野に

ついては、求職者は増加しているものの、それでもなお求人数の方が多い状態が続い

ています。こうした背景には、これらの分野は就労にあたり資格が必要となる場合が

多いことや、介護分野では他の分野と比較して賃金が低いことなどが挙げられます。

このように就業を希望する人と採用する企業との間で職種などが一致せず、雇用のミ

スマッチが生じていることも失業率を押し上げる要因です。 

・ 経済活動水準が大きく低下し、今後、需要の持続的な回復が見込みにくい中、企業が

先行きに慎重な見方をしているため、当面は雇用の拡大は期待できそうにありません。

失業率は今後も上昇が続き、年度末にかけて一時的には 6％を超える可能性もあります。

今後、景気回復が続けば、2010 年度には雇用環境の悪化に歯止めがかかってくると考

えられますが、雇用のミスマッチも存在するため、改善のペースは非常に緩やかとな

り、失業率は高止まりする懸念があります。 
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図表 4．企業の新卒採用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5．企業の期待成長率と雇用増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ４．雇用環境の悪化が個人消費に与える影響が心配です。 

・ 製造業を中心に雇用者数が減少しているだけでなく、企業収益の悪化を背景に 2009 年

夏のボーナスは 1 年前と比較すると大幅に減少し、一人当たり賃金も大きく落ち込ん
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でいます。こうしたことを背景に、4～6 月期の雇用者報酬は前年比－4.7％と 1956 年

以降では最大の減少率となりました。冬のボーナスも夏と同様に大幅な減少が予想さ

れ、所得環境は今後も厳しい状況が続く見込みです。 

・ しかし、経済対策に盛り込まれた定額給付金による所得の下支えや物価の下落に加え、

環境基準を満たした家電購入促進策（エコポイント制度）や環境対応車（エコカー）

に対する減税や購入補助といった政策効果により、4～6 月期の個人消費（GDP ベース）

は耐久財を中心に前期比＋0.8％と 3 四半期ぶりに増加しました。 

・ このような購入促進策の効果は当面は持続すると予想されますが、雇用環境の悪化は

家計所得の減少を通じて個人消費の下押し要因となると考えられます。また、こうし

た政策は、近々購入する予定だった人の購入時期を早めているにすぎず、需要の先食

いによって個人消費を押し上げている可能性があります。エコカー減税は 2011 年度ま

で継続されますが、エコポイント制度やエコカー購入補助は現時点では今年度限りの

政策となっています。2010 年度は、厳しい所得環境が続くと考えられる中でこうした

政策効果が剥落してくるため、耐久財を中心に個人消費の反動減が懸念されます。 

 

お問合せ先 調査部 中田 一良 

E-mail：kazuyoshi.nakata@murc.jp 
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